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事業の背景・目的

事業の概要

１　水質浄化技術の活用
　　　水質浄化材を改良し、継続的に効果検証を実施（Ｈ２８～）

　浄化材の点検管理、効果（ＣＯＤ・窒素・リン除去率）を検証

２　水辺環境の向上
　　  湖岸の植生保全（外来種の除去、ヨシ・アサザの保全等）

　

　そこで、平成１８年度から２０年度までの環境省環境技術実証モデル事業、平成２１年度から２３年度の
河北潟環境技術実証事業での実験結果を受けて、平成２４年度には一定の成果の得られた水質浄化材
を河北潟に設置した。また、農地排水の改善調査や中小規模事業者の排水実態調査も実施し、平成２５
年度には河北潟流域の全農業者に農業排水対策としての環境保全型農業取組の協力依頼をした。

　引き続き、農業者や中小規模事業者に対して流入汚濁負荷の一層の削減の必要性を説明し、地元市
町、ＮＰＯ等には植生を用いた水質浄化のための緩傾斜護岸の機能を説明することで、地元市町等が主
体となった運動論的な取り組みに誘導していくとともに、県が改良し再設置した水質浄化材を、今後も継
続的に耐久性や効果も検証していく。 一般
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　水質浄化材（平成24年度設置）を平成28年度に改良し、平
成29年度から改めて効果を検証したところ、4年間の平均で
CODを21％低減でき、改良前と比べても一定の水質浄化効
果が得られている。
　COD低減率　H25～H27の3年間平均：14%
　　　　　　　　　 H29～R2の4年間平均：21%
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　 引き続き、浄化材の水質改善効果や、耐久性、メンテナン
ス性について検証を重ね、実用化の可能性について検討
するとともに、水生植物の植生保全管理を行うなど普及啓
発に取り組む。
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　このため、これまでの潟に流入する環境負荷の削減、水質浄化技術の活用、水辺環境の向上に加え
て、市町や様々な組織、団体、民間業者が主体となって水質改善に向けた取組を促進していくことが必
要である。

 豊かな水環境の保全

指標  公共用水域等の環境基準達成率（達成／測定）

2,956
3,000

　県内の河北潟、木場潟、柴山潟の閉鎖性湖沼は、いずれも環境基準を達成していないことから、生活
排水対策重点地域に指定し、環境への負荷を減らすよう排水対策を推進してきたが、河北潟を例に、生
活排水処理施設普及率は９８％、接続率は９３％にもかかわらず、近年の水質改善状況は横ばいの状態
である。

目標値 現状値


